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拡大への期待が高まるサステナブルファイナンス 
－「サステナブル投資残高アンケート 2024 調査結果速報」の紹介－ 

 
 

 2024 年３月末時点のサステナブル投資残高合計は、625.6 兆円と、前年比 16.6％の増

加となった。一方、総運用資産残高に占める割合は 63.5％と、同 1.8 ポイント低下し

ている。 

 運用手法別に投資残高（2024 年３月末時点）をみると、ポジティブ・スクリーニング

手法、議決権行使が堅調に増加し、マーケットにおいてステークホルダーとの「建設的

な対話」が期待されるなか、エンゲージメント手法も引き続き増加となった。また、テ

ーマ型投資も、ＥＳＧへの関心が高まる中、増加基調を維持している。 
 

１．はじめに 

 ニュース＆トピックス No.2023-561（2023 年 12 月 13 日発行）では、「サステナブル投

資残高アンケート 2023 調査結果速報」の概要について紹介した。 

 2024 年 12 月２日に、ＮＰＯ法人日本サステナブル投資フォーラムから、「サステナブル

投資残高アンケート 2024 調査結果速報」が公表されたことから、本稿では、同速報に基づ

き、サステナブル投資残高の推移を概観する。 

２．サステナブル投資残高の推移 

 「サステナブル投資残高アンケ

ート 2024 調査結果速報」は、第

10 回目であり、本レポートの詳細

な内容は、2025 年春に発行予定の

「日本サステナブル投資白書

2024」に収録される。 

 本アンケート調査は、スチュワ

ードシップ・コード署名機関2に対

して、郵送等の手段で行われてい

る。なお、集計対象は、しんきん

アセットマネジメント投信（株）

を含む 59 機関で、前回より４機関
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減った。 

 2024 年３月末時点のサステナブル投資残高合計は、625.6 兆円となり、前年比 16.6％の

伸びを示した（図表１）。一方、総運用資産残高に占める割合は 63.5％と、同 1.8 ポイン

ト低下した。 

３．運用手法ごとのサステナブル投資残高の推移 

 本アンケート調査では、サステナブル投資におけるアクティブ運用の手法を、図表２の

ように定義している。 

（図表２）運用手法の定義 

運用手法名 定義 

ＥＳＧインテグレーシ

ョン 

リスク調整後リターンの向上を目指し、投資分析・意思決定プロセスでＥＳ

Ｇ（環境、社会、コーポレートガバナンス）要因を継続的に考慮する投資手法 

ポジティブ・スクリー

ニング 

同業他社比でＥＳＧパフォーマンスに優れており、定められた閾値以上の評

価となるセクター・企業・プロジェクトに投資すること（株式ＥＳＧ投資指数

連動運用以外） 

テーマ型投資 

特定の中長期的なトレンド（脱炭素、高齢化、女性活躍、ＳＤＧｓ等）から利

益が得られると予想する資産をトップダウンで選択して、ポートフォリオを

構築すること 

・株式 

・債券（グリーンボンドやサステナビリティボンド、ワクチン債等を含む） 

・その他資産（不動産等） 

インパクト投資 

財務的リターンとともに、測定可能な社会・環境へのポジティブなインパク

トの創出を目的とした投資手法。次の①～④の要素すべてを満たす投資 

① 投資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブ

インパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面

においてポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 

② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの（※一

般公開ではなく資金拠出者のみに開示でも可） 

④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関／投資家にとって適切なリス

ク・リターンを確保しようとするもの 

議決権行使 議決権を行使すること 

エンゲージメント 
エンゲージメント方針に基づき、投資家として企業と建設的な対話を行う、

あるいは株主提案を行うこと 

ネガティブ・スクリー

ニング 

投資対象外とみなす活動に基づいて、特定のセクター・企業・国・その他の発

行体をファンドやポートフォリオから除外すること 

国際規範に基づくスク

リーニング 

国際機関（国連、ＯＥＣＤ、ＩＬＯ等）の国際規範に基づいた投資（例:オス

ロ条約→クラスター弾関連企業に投資しない） 
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 運用手法別に投資残高（2024 年３月末時点）をみると（図表３）、ポジティブ・スクリ

ーニング手法が 13.6 兆円（前年比＋25.2％）、議決権行使 263.6 兆円（同＋24.9％）と堅

調に増加した。マーケットにおいてステークホルダーとの「建設的な対話」が期待される

なか3、エンゲージメント手法も 354.6 兆円（同＋20.3％）と、引き続き増加した。テーマ

型投資も、ＥＳＧへの関心が高まる中、34.4 兆円（同＋4.0％）と、増加基調を維持してい

る。 

なお、インパクト投資が前年比で大幅に減少しているが、これは、前年調査において総

額の約５割を占める投資残高を回答していた機関が、2024 年調査では運用手法ごとの残高

を未回答としたことが要因である。 

（図表３）運用手法ごとのサステナブル投資残高の推移 

 
（注）環境省から 2020 年７月に公表された「インパクトファイナンスの基本的な考え方」により、インパク

ト投資の定義が明確となったため、2020 年３月末時点の残高から、インパクト投資の項目を追加した。 

（備考）「サステナブル投資残高アンケート 2024 調査結果速報」をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研

究所作成 
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